	 

	
	設置者名
	
	

	
	施設種別
	
	

	
	施設名
	
	

	 平成２３年度
 　　　　　　　　　　　　　　　　視聴覚障害者情報提供施設運営指導提出資料
 　　　　　　                                  　　　　　　　〈記入上の注意〉
                                        　　　　　　　　　　　　 １　各表の記入に当たっては、特に説明のない限り、平成２２年度の状況を記入すること。
                                      　　　　　　　　　　　　２　該当する事項のないものについては、斜線を引くこと。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　３　既存資料を添付する場合は、Ａ４版とすること（縮小、拡大可）。

	
	 担当者
	
	

	
	 連絡先
	 （住所）
 （TEL)
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１６ 虐待の防止 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０
１７ 物品購入業者等の状況
　　　(1) 物品購入業者調 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１
　　　(2) リース及び外部委託の状況  (3) 契約の状況  ・・・・・・・・・・・・・ １１
１８ 前回指導監査指摘事項の是正・改善状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２
１９ 施設を運営するうえでの国・県に対する要望 ・・・・・・・・・・・・・・・・ １２
 １．諸規程等の整備状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各種規程・帳簿等）
	
	運営管理に関するもの
	会計経理に関するもの

	
	
	 有
	 無
	
	
	 有
	 無

	 　規
 　程
	 ・定    款　　( 　   　年　　 月　 　日 改正) 
 ・運営規程　　(    　　年　　 月　 　日 改正) 
 ・就業規則    ( 　   　年　　 月　 　日 改正)
 　　　　　　　(    　　年　　 月　 　日 届出) 
 ・給与規程　　(    　　年　　 月　 　日 改正) 
 ・旅費規程　　( 　   　年　　 月　 　日 改正) 
 ・防災管理規程( 　   　年　　 月　 　日 改正) 

・事故発生時対応マニュアル
（　　年　　月　　日改正）　
	 　
 　
 　
 　
 　
 　
	 　
 　
 　
 　
 　
 　
	
	 ・経理規程 ( 　  　年　　 月　 　日 改正) 
	 　
	 　

	
	
	
	
	
	 ・財産目録　　　　　　　　　　　　　　　　
 ・貸借対照表　　　　　　　　　　　　　　　
 ・資金収支計算書（内訳表を含む）　　　　　
 ・事業活動収支計算書（内訳表を含む）　　　
 ・試算表（月次を含む）　　　　　　　　　　
 ・決算付属明細表　　　　　　　　　　　　　
 ・予算書　　　　　　　　　　　　　　　　　
 ・仕訳伝票　　　　　　　　　　　　　　　　
 ・総勘定元帳　　　　　　　　　　　　　　　
 ・金銭残高金種別表　　　　　　　　　　　　
 ・小口現金出納帳　　　　　　　　　　　　　
 ・有価証券台帳　　　　　　　　　　　　　　
 ・預金残高証明書綴　　　　　　　　　　　　
 ・当座勘定照合表　　　　　　　　　　　　　
 ・物品購入伺、受払簿　　　　　　　　　　　
 ・寄付金申込書（控）、寄付金領収書（控）　
 ・寄付金台帳　　　　　　　　　　　　　　　
 ・借入金台帳　　　　　　　　　　　　　　　
 ・貸付金台帳　　　　　　　　　　　　　　　
 ・未収金台帳　　　　　　　　　　　　　　　
 ・未払金台帳　　　　　　　　　　　　　　　
 ・不動産台帳（土地）　　　　　　　　　　　
 ・不動産台帳（建物）　　　　　　　　　　　
 ・固定資産物品台帳　　　　　　　　　　　　
 ・備品台帳　　　　　　　　　　　　　　　　
 
	 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　

	 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　


	 　帳
 　簿
 　等
	 ・事業計画書　　　　　　　　　　　　   　　　
 ・事業実施報告書　　　　　　　　   　　　　　
 ・採用、昇格、昇給関係綴　　   　　　　　　　
 ・業務日誌　　　　　　　　　　　　　　　　　 
 ・宿日直日誌　　　　　　　　　　　   　　　　
 ・職員会議録　　　　　　　　　　   　　　　　
 ・出勤簿（タイムカード）　　　　　　　　　　　
 ・労働者名簿　　　　　　　　　   　　　　　　
 ・住宅届　　　　　　　　　　　   　　　　　　
 ・通勤届　　　　　　　　　　   　　　　　　　
 ・給与個人別支給台帳　　　　　   　　　　　　
 ・給与支給明細書綴　　　　　　   　　　　　　
 ・職員履歴書綴　　　　　　　　　   　　　　　
 ・出張命令書兼旅費請求書綴　　　　   　　　　
 ・研修等復命書綴　　　　　　　　　   　　　　
 ・時間外勤務命令簿　　　　　　　   　　　　　
 ・休暇届（年次休暇・特別休暇等）　　 　　　　
 ・施設内研修記録　　　　　   　　　　　　　　
 ・非常勤職員契約書等綴　　　　　　　   　　　
 ・防災訓練実施計画、実施結果関係綴 　　　　　
 ・消防計画　　　　　　　　　　　　　　　　　 

・健康診断結果綴（再検査結果を含む）　 　　　　
	 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　 　
	 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　
 　 
	
	
	
	

	　　　　（注）１．諸規程・帳簿等の有無については、有無欄に○印を付すこと。
　　　　　　　２．諸規程については、直近の改正年月日を記載すること。（就業規則については、届出年月日も記載すること。）
                      ※改正がない場合は策定年月日
	

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　－１－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2． 施設の概況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 施 設 種 別
	
	 　土地

	 　区分
	 　自己所有地
	 　　　　借地

	 施  設  名
	
	
	施  設  用  地
	 　　　　　　　　㎡
	 　　　　　　　　㎡
	 借上料　　　　　円

	 経　営　主　体
	
	
	
	
	
	

	事業開始年月日
	　（　昭和・平成　）　　　　　　　年　　　月　　　日　
	
	　　　計
	
	
	

	
	
	 　施設への経路（パンフレット等に記載がある場合は、それを添付して差し支えない）

	　平成２３年度の施設の運営方針（事業計画書に記載している場合は不要）
	


　　　　（注）　「土地」の欄は、自己所有・借地の別を問わず、現在保有中のすべての土地を記入すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－２－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  　　３．施設及び職員の状況
　　　（１）建物等の状況                                    　  　  （２）職員配置の状況　                                      　　　    （平成２３年４月１日現在）   
	
	    　区　　　分
	 　室　　数
	      床 　面　 積
	
	         　　    職　　種
   区　　分
	施
設
長
	事
務
員
	司

書
	点

字

指

導

員


	貸

出

指

導

員


	校

正

 員
	編

集

 員
	製

版

 員
	印

刷

 員
	製

本

 員
	
	
	
	
	計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 閲覧室
	           室
	                     ㎡
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 録音室
	           室
	                     ㎡
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 印刷室
	           室
	                     ㎡
	
	   配置基準数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 聴読室
	           室
	                     ㎡
	
	 現
 員
	 専従・兼務
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 発送室
	           室
	                     ㎡
	
	
	 専従・兼務
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 書庫
	           室
	                     ㎡
	
	
	 非常勤（週30時間以上)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 研修室・会議室
	           室
	                     ㎡
	
	
	 非常勤（　 〃 　未満)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 相談室
	           室
	                     ㎡
	
	
	 計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 製版室
	           室
	                     ㎡
	          ※  「配置基準数」は「設備及び運営に関する基準」に示された職員配置数を記載すること。
 　　　　　　　また、記載のない職種については、空欄に追加記載すること。
     （３）職員採用・退職の状況

	
	 校正室
	           室
	 　　　              ㎡
	

	
	 製本室
	           室
	                     ㎡
	

	
	 倉庫
	           室
	                     ㎡
	
	         　　    職　　種
   区　　分
	施
設
長
	事
務
員
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書
	点

字

指

導

員
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指
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正

 員
	編

集

 員
	製

版

 員
	印

刷

 員
	製

本

 員
	
	
	
	
	 計
	

	
	 貸出利用室
	           室
	                     ㎡
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 試写室
	           室
	                     ㎡

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 情報機器利用室
	　　　　　 室
	                     ㎡
	
	  ２１年度
	   採　　　用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 制作室
	           室
	                     ㎡
	
	
	   退　　　職
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 事務室
	           室
	                     ㎡
	
	
	 年度末従業者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 洗面所
	         カ所


	                     ㎡
	
	  ２２年度
	   採　　　用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 便所
	         カ所
	                     ㎡
	
	
	   退　　　職
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 その他（        　 ）
	           室
	                     ㎡
	
	
	 年度末従業者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 その他（　　　　　 ）
	           室
	                      ㎡
	
	  ２３年度
	   採　　　用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 その他（　　　　　 ）
	           室
	                     ㎡
	
	
	   退　　　職
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	           計
	
	
	
	
	 23.4月末従業者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	    　　　           　(注)  １  平成２３年度分は、４月末までの状況を記載すること。
 　　    　　　　　　　　　   ２　非常勤職員については（ ）書で上段に再掲すること。
         　 －３－　　　　　  ３  法人施設間の移動等については、[ ]書で上段に再掲すること。

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．施設の平面図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）１．施設平面図は、別途作成のうえ添付すること。　なお、既存のパンフレット等の平面図があれば、適宜補正のうえ添付して差し支えない。
２．居室については、それぞれの定員数と居室面積を記入すること。
３．屋内消火栓及び消火器の位置・避難器具の設置場所を記入すること。（避難経路を朱書きで記入のこと）　
　（記入例）　屋内消火栓　　□　
　　　　　　　消火器　　●
　　　　　　　避難器具　　△　　　
　　　４．併設施設がある場合は、その施設の平面図を位置関係がわかるようにして添付すること。　
　　　５．同一敷地内に併設以外で他の施設がある場合は、施設それぞれの位置関係がわかるような図を添付すること。
５．事務分掌表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）１．組織図を図示するとともに、職氏名、業務内容を記入したものを別途作成すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　２. 全職員分必ず記入すること。他施設との兼務内容についても記入すること。（関連施設の宿直業務等）　                                        　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　３．施設独自の表を添付して差しつかえない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－４－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　６．職員の給与等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                     　　　　　　　　　　　（　平成２３年４月１日現在　）
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	経　験　年　数
	２２年
４月分
 （級号俸）
 本俸
	 　　　　　２３年４月分給与支給総額
	２２年度の年次有給休暇の取得日数

	
	
	
	
	
	
	
	
	 現　施　設
	 他の社会
 福祉施設
 経験年数
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 本俸
 　　  (A)
	諸手当
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　（注）１　本表は全職員（管理者、パートタイマー、嘱託医も含む）の状況を記入すること。
　　　　２　「専任、兼任の別」欄には、当該施設のみに常時勤務する場合を専とし、他の施設にも勤務する等ほかにも時間的拘束の伴う仕事をもっている場合は兼とする。
　　　　３　「本俸」欄は、本俸月額を記入し、級号俸を上段に（　）書すること。
　　　　４　「平成２３年４月分給与支給総額」欄について、諸手当の内訳について記入欄が不足する場合は、給与台帳の写しの添付をもって代えて差し支えないこと。
　　　　　　　　　　　　
－５－
７．会計責任者等の任命状況                                
	
	職　　　　名
	氏　　　　　　　名
	 辞令交付の有無

	    会計責任者
	
	
	

	    出納職員
	
	
	

	    契約担当者
	
	
	

	    統括会計責任者
	
	
	


　８．職員の勤務条件等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 (1) 就業規則　　　　　　　　　　（策定年月日　　　　　　年　　月　　日  　労働基準監督署への届出年月日　　　年　　月　　日  ）
　 (2) 非常勤職員就業規則　　　　　（策定年月日　　　　　　年　　月　　日  　労働基準監督署への届出年月日　　　年　　月　　日  ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                             
   (3) 就業規則の職員への周知方法
   (4) 労働基準法第３６条の協定の締結　（締結年月日　　　　　　年　　月　　日  　労働基準監督署への届出年月日　　　年　　月　　日  ）　
   (5) 給与の法定外控除　　　　　　    （該当あり　　該当なし　　　該当ありの場合、労働基準法第２４条協定を締結しているか　　締結している（　年　　月　　日）　　締結していない）
   (6) 給与の支払い方法　　　　　　    （現　　金　　口座振込　　　口座振込の場合、職員代表との協定・本人の同意はあるか　　　協定・同意している（　年　　月　　日）　していない
　 (7) 労働基準監督署による立ち入り検査状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                             
       ・最近の立入検査年月日              　年　　月　　日             ・指摘事項及び 改善状況について
                                                                             （内容）                          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　 (8) 宿日直の状況
　　　宿日直の許可の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宿日直の業務委託の状況
　　　

	
	　　　　　宿　　　　　　直
	　　　　日　　　　　　直
	
	　業務委託の有無
	有　・無
	委託先


	

	
	　

　　許　　可
	　　実　　態
	　　許　　可
	　　実　　態
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	巡回時間

　　　　　　巡回　　　　回


	業務委託契約書　　　有　・　無

	月１人当りの回数
	　　　　回

（　　　　）
	　　　　回

（　　　　）
	　　　　回

（　　　　）
	　　　　回

（　　　　）
	
	
	

	宿日直手当　　　
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	委　託　料

　　　　　　　　　　　　　　　　円

	労働基準監督署の許可（労働基準法第４１条関係）
	　昭和

　平成　　　年　　月　　日　許可
	
	
	


　　　　（参考）宿日直の許可を受けている場合における業務従事者の平均給与日額×１／３の額　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２３年４月分）

　　（注）１　１人当りの回数は、宿日直をした者の年間平均とすること。また、（　　）には各月中の宿日直回数の最も多かった者の宿日直回数を記入すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ２  策定年月日、締結年月日、届出年月日は、直近の日付を記入すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－６－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　９．職員の勤務状況
(1)１日の勤務形態および業務内容　　　　　　
	 　　時間
 勤務
 形態
	 　時
 　０　１　２　３　４　５　６　７　８　９　10　11　12　13　14　15　16　17　18　19　20　21　22　23　24
	 　　　勤務時間
	 　始業時間
	 　終業時間

	
	
	実　　 　働
	休憩
	計
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	 早番
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 　時間　分
	 　時間　分
	 　　時間
	 　　時　　分
	 　　時　　分

	 平常
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 遅番
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 　日
 　課
	
	 

	 　業
 　務
 　内
 　容
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－７－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　１０．職員の研修状況（平成２２年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	年　月　日
	研　修　名
	参　　　加　　　職　　　種
	参加者数
	研　修　内　容

	施

設

内
研
修
	
	
	
	
	

	施

設

外
研
修
	
	
	
	
	


　　（注）平成２２年度に実施（受講）した研修を記入すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  １１．職員会議等の実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	会議等の名称
	 　　参　加　職　種
	 　　　実施状況
	 記録の有無
	会　　議　　等　　の　　主　　な　　内　　容
 　　　　　会議等の主な内容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －８－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１２　災害事故防止対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (5) 消防計画及び防火管理者の届出状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1) 災害事故防止に対する考え方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 　　消防計画の届出（直近）　　　　　年　　　月　　　日　                             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  　　防火管理者（職名）　　　　　　　（氏名）　　　　　　　　                 　　  
                                                                                              　　（資格取得年月日　　　年　　月　　日，　届出年月日　　　年　　月　　日）          
　(2) 重度障害者への防災上の配慮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                          
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　(6) 各種消防訓練の実施状況（２２年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
	
　(3) 地域防災組織及び地域住民との連携状況
　(4) 消防設備等の状況
	区分
	 実施回数
	 実施月
	 消防署への事前届出
	 消防署の立会
	記録

	
	避難訓練
	 　（　）
	
	 有（　　　回）・無
	 有（　　回）・無
	 有　・　無

	
	通報訓練
	 　（　）
	
	 有（　　　回）・無
	 有（　　回）・無
	 有　・　無

	
	消火訓練
	 　（　）
	
	 有（　　　回）・無
	 有（　　回）・無
	 有　・　無

	
	施設・設備
	 　消防法令に
 　よる設備義
 　務の有・無
	 　　整備状況
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	 　　    （注）１　総合訓練として実施した場合は、上記の区分に従ってそれぞれ記入すること。
 　　    　　　２　夜間又夜間を想定した訓練を実施した場合は、右（　　）書きに再掲すること。
     　　　(7) 緊急時連絡網等の整備状況

	
	 防
 火
 設
 備
	避難階段
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	

	
	
	避難口（非常口）
	 　　　有
	有（　　　カ所）・無
	
	自動転送システムの設置
	有・無
	緊急時連絡網等の整備
	有・無
	

	
	
	居室・廊下・階段等の内装材料
	
	適　・　不適
	(8) 消防署の立入検査の状況

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	防火戸・防火シャッター
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	

	
	
	
	
	
	
	実施年月日
	指導指示等の内容
	改善状況
	

	
	 消
 防
 用
 設
 備
	 消　　　　　　　火　　　　　　　器
	 　有　・　無
	有（        個）・無
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	［文　書］
［口　頭］

	
	

	
	
	屋内消火栓設備
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	
	
	
	
	

	
	
	屋外消火栓設備
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	
	
	
	
	

	
	
	スプリンクラー設備
	 　有　・　無
	有　・　無
	
	
	
	
	

	
	
	自動火災報知設備
	 　有　・　無
	有　・　無
	
	
	
	
	

	
	
	非常通報装置
	
	有　・　無
	(9) 消防設備の保守点検の状況

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	漏電火災警報器
	 　有　・　無
	有　・　無
	

	
	
	
	
	
	
	委託による点検
	有（年    回）　・　無
	委託先
	

	
	
	非常警報設備
	 　有　・　無
	有　・　無
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	自主点検
	点検
事　項
	実施者
	

	
	
	避難器具（すべり台・救助袋）
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	
	
	
	
	

	
	
	誘導灯及び誘導標識
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	（10）自然災害対策について （風水害・地震等）

	
	
	防火用水
	 　有　・　無
	有　・　無
	

	
	
	
	
	
	
	防災体制の整備状況
（マニュアル等の策定）
	
	

	
	
	非常電源設備
	 　有　・　無
	有　・　無
	
	
	
	

	
	カ－テン・ジュータン等の防炎性能
	 　　　有
	有　・　無
	
	災害発生時の避難対策
（避難訓練等の実施状況）
	
	

	
	ストーブ類の形式
	 未使用 ・ 強制対流型又は同等以上 ・ それ以外
	
	
	
	

	
	
	
	


                                                                                       －９－
　１３　職員の定期健康診断の実施状況
	期　　日


	対象人員
	　　　　　　　　検　　　　査　　　　内　　　　容
	　　　　検　　　査　　　結　　　果
	　検　査　機　関

	
	
	
	
	

	要精密検査者等に対する対応状況




１４．秘密の保持等
	 職員又は職員であった者が利用者又はその家族の秘密を漏らさないために講じている措置の概要
 利用者、家族及び職員の個人情報等について外部流出しないために講じている措置の概要


１５．苦情解決
	 提供したサービスに関する利用者等からの苦情に対応するための措置の内容
    苦情受付担当者職・氏名：　　　　　　　　　　　苦情解決責任者氏名：　　　　　　　　
    第三者委員職・氏名：　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　（第三者委員の連絡先は掲示及び重要説明書等に明示しているか：　している　　していない）


１６．虐待の防止
	 利用者に対する虐待を未然に防止するための措置の内容（措置を講じていない場合はその理由）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
虐待防止責任者職・氏名：　　　　　　　　　　　　


                                                                                   －１０－
１７　物品購入業者等の状況　　　　
　　　(1) 物品購入業者調（年間１００万円以上の購入について記載すること）　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 　区分
	 　購入品目
	 　業者名
	 　代表者氏名
	親族等
	 　取引金額
	所在地

	
	
	
	
	
	 　　　　　　円
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　  （注）１　「区分」欄には、賄材料（食料品）、事務用品、器具、器類、衣料品、その他の順に記入すること。
２　「親族等」欄には、物品納入業者が法人役員又は施設職員と親族・その他特別の関係にある場合に「○」を記入すること。
　　　(2) リース及び外部委託の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	リース及び委託の内容
	委託契約業者名
	 親族等
	住所
	契約年月日
	契約額

	
	
	
	
	
	 　　　　　　　　　　円

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　  （注）　１　本表にはリース及び外部委託（保守・保安点検を含む）のすべてを記入すること。
　　　　　　２　「親族等」欄には、リース及び委託先業者が法人役員又は施設職員と親族・その他特別の関係にある場合に「○」を記入すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　(3) 契約の状況
　　　　　　　　一　般　競　争　入　札（　有　・　無　）　　　　指　名　競　争　入　札（　有　・　無　）　　　　随　意　契　約　（　有　・　無　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　         　契約を行ったもので、次に掲げるものについて記入すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　①　工事又は製造の請負　　２５０万円超　　　②　食料品・物品等の買入　　１６０万円超　　　③　①、②に掲げる以外のもの　　１００万円超　　　　　　　　　
	工事等の名称
	契約業者名
	親族等
	随意契約の場合
その理由
	 見積業者数
	見積業者選定基準
	 　契約額
	 契約日
	 納品日
	 検収日
	 支払日
	 　　補助金等
	施行伺

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	   有　　 無

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	   有
   無

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	   有
   無


　　　　　　１　「親族等」欄には、契約業者が法人役員又は施設職員と親族・その他特別の関係にあるものに「○」を記入すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                                                   －１１－
　 　１８　前回指導監査指摘事項の是正・改善状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 　　　　前回指導監査指摘事項
	 　　　　指摘に対する回答
	回答後の改善状況及び現状等

	 監査実施日（　年　月　日）　文書通知日（　年　月　日）
	
	


　 （注）　前回の指導監査において文書指摘された事項について記載すること。
　 　１９　施設を運営するうえでの国・県に対する要望　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 　　　　　　　　　　国に対する要望
	 　　　　　　　　　　県に対する要望

	
	


　　　　（添付書類）　　用紙サイズ　Ａ４判　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　(1) 運営規程・就業規則・給与規程（給与表は必ず添付）・経理規程
　　　(2) 財務諸表〔資金収支計算書・事業活動収支計算書・貸借対照表・財産目録〕  ⇒    特別会計分を含む。
　　　(3) 予算書 （平成２３年度）
　　　(4) 事業報告書（平成２２年度）　　                         　〔　有・無　〕
　　　(5) 事業計画書（平成２３年度）　　　　　　　　　　　　　　　　〔　有・無　〕
　　　(6) パンフレット（既存のパンフレットがある場合のみ添付）　　　〔　有・無　〕

　　　(7) 事故発生時対応マニュアル　　　　　　　　　　　　　　　　　〔　有・無　〕

　　　(8) インターネットのホームページ（トップ頁のみ添付）　　　　　〔　有・無　〕

                                                                                     －１２－　
